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これまでの地震では，道路，鉄道，宅地等の石積擁
壁が他の擁壁に比較して被害が甚大となっている。

今後，東海・東南海・南海地震，首都圏直下地震等の
大地震の発生が危惧されているが，十分な耐震診断
および補強方法が確立されていないために，全国に
存在する膨大な数の石積擁壁や石垣の耐震化が図
られていない。

本小委員会では石積擁壁の設計法の確立から耐震
診断・補強技術の体系を構築し，この体系に基づきな
がら全国に存在する石積擁壁の耐震対策の促進を図
るための研究開発を行うことを目的として活動する。

目 的

(1)石積擁壁の地震被害事例の調査・分析

(2)各種補強対策を施した石積擁壁の

モデル実験による検証

(3)各種補強対策を施した石積擁壁の

解析による検証

(4)石積擁壁の非破壊検査手法の確立

(5)石積擁壁の補修・補強対策

研究内容



これまでの研究の経緯
これまで石積擁壁耐震性の検討は，土木学会地震
工学委員会の小委員会として活動を行ってきた。

①石積擁壁の耐震診断・補強に関する研究小委員
会」（2012年9月～2013年5月）
⇒成果発表「擁壁の耐震診断及び補強法に関するシ
ンポジウム」（2012年11月）
②「石積擁壁の耐震補強対策に関する研究小委員
会」（2013年4月～2017年3月）
⇒成果発表「第２回擁壁の耐震補強対策に関するシ
ンポジウム」（2017年2月）

その耐震補強対策の効果は，非破壊検査，実験，解
析により明らかになってきた。

間知石ブロックを積み上
げて擁壁を作成
練積み擁壁は背面をコン
クリートにより一体化

実験に使われた間知石

間知石
砕石

裏込め土

裏込め
コンクリート

模型実験概要



最大入力加速度4m/s2加振後の様子

最大入力加速度5 m/s2加振後の様子

空積み擁壁模型実験

空積み擁壁

砕石部における変形が顕著に見られた

裏込め土には大きな変形が見られなかった

擁壁の中央部から崩壊

練積み擁壁
砕石部の沈下(変形)が見られた

裏込め土に大きな変形が見られた

擁壁の上部が折損

→砕石部の沈下により擁壁中央に土圧が集中し擁壁が崩壊

模型実験結果まとめ



弱層A：ビニールを挟む

弱層B：砂を挟む

練積み擁壁実物模型振動実験

載荷試験：破壊時

脱落したコンクリートブロック部



模型実験 解析

残留変形図
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Case1：空積み擁壁400gal

模型実験 解析
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Case2：練積みA1000gal
【平均5cmの裏込めコンクリート】

残留変形図



回数 1 2 3 4 5

目盛値 102gal 174gal 223gal 266gal 315gal

266gal時
目視できる変形

315gal時
擁壁崩壊

補強材の効いていない部分でのブロックの崩落

実験-縦材による補強

291gal時
目視できる変形

385gal時
ブロックを抑える補強材

462gal時
ブロックの崩落

• 補強材が縦材間のブロックを裏栗石，盛土側へ抑え込んでい
る．

• 連鎖的な崩落が起きない．

実験-格子型補強



空石積擁壁は応答が大きく出る擁壁中上部に
おける裏グリ石や盛土の沈下により変形・崩壊
に至る．

アンカーや縦材・横材により擁壁全体の一体化
が図れる．

しかし

縦材のみでは縦材間のブロックが崩落するた
め大きな加速度まで耐えることができない．
横材を加え格子型補強とすることで高い加速度
まで耐えることができるようになる．

本研究のまとめ



崩壊防止ネットと地山補強材の併用による
石積み壁の耐震補強方法に関する実験的検討

東日本旅客鉄道 ○池本宏文
高崎秀明
藤原寅士良

 道 合技術研究所 中島 進

崩壊防止ネットと地山補強材の組合せた耐震補強方法



大型振動台実験の概要

2.0m

3.1m

4.0m

最大加速度±1000gal 振動台テーブル7m×5m

目的：現場導入にあたり，実大規模の石積み壁に対する
補強効果・耐震性を確認

鉄道総研大型振動試験装置使用

実物（高さ5m）の1/2程度を想定

実験概要
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加振条件

波形 目標入力加速度 基礎前面固定

地震波
L2地震動
スペクトルⅡ

100～950gal
(50～100gal漸増) 固定

正弦波
5Hz 10波

400，600gal 固定

400，500，600，
700gal 解放

布基礎前面を固定

布基礎土槽

基礎固定治具

スペクトルⅡ G2地盤 正弦波 5Hz 10波

相似則を考慮して振動数調整を実施
試計算を行い残留変位が最大となる波形を選定
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スペクトルⅡ地震波 900gal 大きな変状なし



石積み擁壁の耐震補強工法
の有効性検討に関する事例

群馬大学 ○大淵 亮、山本 優介、若井 明彦

鉄道総合技術研究所 中島 進

法政大学 酒井 久和

対策工の敷設状況

崩壊防止ネット（12mm×12mm）

模型実験の概要



初期位置

（Case5 、背面地盤盛土、対策工無）
300gal加震後 400gal加震後

振動台実験の様子

模型実験の概要

すべり線

初期位置

100gal 150gal 200gal 400gal300gal

三次元動的弾塑性FEM解析結果

強調倍率：200倍



解析結果

加震後のブロック前面位置

初期位置

すべり線

強調倍率：200倍

※Case5（背面地盤：盛土、対策工無）、入力地震動300gal時

SPH-DEM法に基づく
石積み擁壁の模型実験に対する

数値シミュレーション

法政大学 デザイン工学部
地震防災研究室4年 伊吹竜一



2.00m

解析ケース
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実験種類 使用モデル 入力加速度

Case1

傾斜破壊実験

Model.2 8度から14度の等価な傾斜角度

Case3-1 Model.3 25度から30度の等価な傾斜角度

Case3-2 Model.4 20度から25度の等価な傾斜角度

Case5-1-1

振動台実験

Model.1 最大加速度314gal

Case5-1-2 Model.1 最大加速度425gal

Case5-2-1 Model.2 最大加速度314gal

Case5-2-2 Model.2 最大加速度425gal

Case6-1-1 Model.3 最大加速度759gal

Case6-1-2 Model.3 最大加速度822gal

Case6-2-1 Model.4 最大加速度759gal

Case6-2-2 Model.4 最大加速度822gal

5.無対策模型実験解析
・Case1(最大傾斜角度：14度)

積み石は擁壁の中腹付近において，最大変位を示す．



5.無対策模型実験解析 19

・Case5-1-2 (最大加速度：425gal)

積み石は擁壁の中腹付近で最大変
位を示す．

加振後においても積み石の変位が変
動していることから，擁壁は不安定で
あり，擁壁が崩壊する可能性がある．
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6.対策模型実験解析 24

・Case6-1-2 (最大加速度：822gal)
積み石は擁壁の下部で最大変位を
示す．

地山補強材が栗石層の沈下を妨げる
ことで，擁壁が一体となっている．

最も下の地山補強材から右上にかけ
て滑り面が形成されている．
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熊本城の被害

4月14日地震

重要文化財建物10棟，復元建造物7棟

石垣の崩落箇所 6ヶ所

4月16日地震

重要文化財建物13棟，復元建造物 20棟

石垣の崩落・孕（はら）み・緩み 517ヶ所

地盤の陥没・地割れ70ヶ所

石垣の被害は全体の30%，崩落は全体の10%

（熊本城調査研究センターの速報）

石垣の変遷及び被害箇所

Ⅰ期 1599年 石垣の傾斜が緩勾配 二
様の石垣
Ⅱ期 1600年 Ⅰ期よりも急勾配 飯田丸
を囲む西側と南側の石垣
Ⅲ期 1601年前半 算木工法が混在
Ⅳ期 宇土櫓 続櫓 東十八間櫓・北十
八間櫓 不開門 平櫓 田子櫓
西出丸西面石垣
Ⅴ期 1607年以降 飯田丸五階櫓下段
の石垣 長塀 小天主台
Ⅵ期 1633年細川 櫨方三階櫓台（石垣
がゆるみ出したので、膨らんだ石垣を築き
直し、櫓を立て直した、1820年）



熊本城内でのH/Vｽﾍﾟｸﾄﾙのピーク周波数の分布

出典：秦吉弥，村田晶，池本敏和，橋本隆雄，宮島昌克：サイト増幅特性置換手法に
基づく2016年熊本地震における熊本城の地震動の評価，土木学会論文集A1

全体の3Dﾚｰｻﾞｽｷｬﾅ

点郡画像の座標数
①百間石垣エリア 約380,000,000点
②本丸・天守閣エリア約700,000,000点 合計11億点



天守閣付近の3Dﾚｰｻﾞｽｷｬﾅ鳥観図

東～西断面

東側より 西側より

百間石垣地区の表面波調査位置図

百間石垣地区の表面波探査は，A測線
118m，B測線 102m，C測線 108m，D測線
100m，E測線166m，I測線 186mの6測線の
延長614mを2mﾋﾟｯﾁで行った．



電気探査

電気探査では地質による比抵抗の違いが顕著に出ており、測線の中
央法面付近を境にずれている構造が見られる。
電気探査で百間石垣付近の法面付近を境に断層の可能性があ
る

百間石垣全体の表面波探査結果



A測線の表面波探査結果

表面波探査で石垣崩壊付近で軟弱地盤の影響を受けている可能性がある。

二様の石垣南西側の鳥瞰図

加藤清正の石垣構造（緩勾配・算木積み）に耐震性能があることが明らかとなった。



４．二様の石垣-南側

石表面の浮きと思われる

熱画像（カラー） 熱画像（モノクロ） 可視画像

本丸御殿大広間

４．二様の石垣-南側

熱画像（カラー） 熱画像（モノクロ） 可視画像

本丸御殿大広間



二様の石垣勾配比較図

天守閣(南西側)の石垣勾配比較図

(南側) (西側)



Ｓ波速度構造図（表面波探査）

Ｎ

本丸広場（Ｇ測線）

表面波探査で石垣崩壊付近で軟弱地盤の影響を受けている可能性がある。

Ｓ波速度構造図（表面波探査）



新規委員会の設立

「城壁の耐震診断・補強に関する研究小
委員会」（2017年4月～2019年3月）を立ち
上げました。
６月20日熊本城見学会
＋熊本城調査研究センターと意見交換会

興味のある方は，積極的な参加を期待し
ております。


